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1.は じめ に
国際会計基準審議会(IASB)、アメリカの財務会計基準審議会(FASB)、および我が国の
企業会計基準委員会をはじめとするス トック ・オプション(so)に関す る主要な会計基準
は、外形上 は類似 しているものの、 それ らの間にはい くつかの相違点が存在する。 また、
FASBからの公表物および1990年代以降の研究論文などでは、(a)SOを資本 として規定す
る場合には、SO付与と同時に発行価額がそのまま資本拠巖を確定 させ るため、それ以降の
価格変動は認識 されないとい う会計処理が導かれる.・方、(b)SOを負債 として規定する場
合 には、SO取引を金融商品取引の..形態 と考え、毎期費用の再測定 を行うという会計処理
が導 かれる、との記述が、比較的多く見受けられる。そこではすなわち、SO費用の相手勘
定が決まれば、SOに関する会計処理の全体を一義的に規定できると考 えられている。
確かに、SOの相手勘定を負債 とみるのか、それとも資本 とみ るのかは、SOに関する会計
処理を規定する重要な一要素で あることには間違いないが、SOの会計処理に影響 を及ぼす
要因は他にも数多く存在 し、また、それらの論点は相互に関連 していると考 えられる。つま
りSOに関す る会計処理は、負債 と資本の区分とい う観点だけか ら一義的には導出できず、
最近の基準設定主体および先行文献の議論で望ましいものと考えられている会計処理以外に
も、複数の選択肢が存在すると考 えられる。実際、SOの会AI処理に関する過去の文献を改
めて参照 してみると、現在主流となっている議論 とは異なる視点から会計処理が検討されて
いることが理解で きる。
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そζで・本稿で{#.SOのFn処取 腸㌣輝 蜘rは どのよ.う酵 訪 お拶 今計蝉
が存在 したのか、ま.た、それらの会計処理はどのタうな考え方 に支えられていためかなどを
整理 ・分析す ることにより、負債 と資本の区分以外にsoの 会計処理 に影響を及ぼす他の要
素と してどのようなものが存在するのかを解明することを孟題 とする。本稿の構成は以下の
通.りzある。
本稿では、先行文献を以下のような3つ の時代にわけ.整 理 ・分析 を行 う。 まず、2節で
は、会計基準が整備 される以前の、付与 されたsoに ついて費用認識が必要だと考えられて
いた時代の代表的な先行文献を、次に、3.節では、1費用認識を必要としない会計基準が採用
されていた時代の先行文献を、そして、4節においては、貸借対照表貸方に関すう議論か ら
SOの会計処理が一義的に決まると考えられている 時代の.先行文献 を整理 ・分析する。最後
に、5節にて、2節から4節 での歴史的.な考察結果.と今後の検討課題について述べる。
2.会計基準が整備される以前の費用認識が必要だと
考えられていた時代
2.1D川avou(1945)
Baker(1940)によると、当時のSOに 関す.る情 報 の開示 は企 業.によ り様 々で あ り、権 利
確 定 条件等、sO付.1}.に関 す る情報 の開示、 お よびSOに 関す る.費用の計」.=は認め られて い
なか っ た と.され る(1〕。 ま.た、.アメ リ.カで は、SO.は、.他の報 酬 よ.り課税 上有利 で あ る.ため.、
多 くの企業 で用い られて いた(Sweeney1960;98;生駒1967,206>(z)。llillavou(1945>は..こ
の よ うな時代 に、 アメ リカにおいて会計基 準が設 定 され る.前に、SO.に.関す る会計処理 を取
り扱 った初期 の先 行研究 で あり、特 に、SOの 会計処 理 に関す る論点の うち、測定基 準 日.〔3〕
と費用の測定額 について検討 してい る:(v。
Dillavou(1945)は、具体 的な会計処理 につ いて、測 定基準 日.を権利行使 日とすべ きで あ
る と.主張.し、 その主張 に適 っ.た.会計処理 を検 討.し.ている.。Dillavou(1945)で測定基準 日が
権利 行使 日と考 え られて い るの は.、(a)SOは、行使 されて初 めて、行使 され る.・か否 か、.そ
して、企 業.の費 用額 が最終 的にい くらにな るの か につい て確 定す るためで あ り、 また、(b>
権利 確定 前 に費 用 を計上す る ことによ り、SO.に関す る費用額 を見積 もる際に.、恣意性 の 介
入 す る可能性 が存在す るためで ある とされてい る。 しか し、.権利 行使 日に費用 を一括計上 す
る と、(a).SO保有者 は、時価 より低い価 格で の株式の 購 入が認 め られ ているため.、既存 株
.主が有 してい る利 益剰余金 お よび利益 が、年々減少 し得 ること、 さ.らに、(b)権利行使 に伴
う既 存株主 持分の希薄化 分が財務諸表...ヒに表 示 されない と株主 に.1..・分な情報が提供 されな い
こ ともあ りうるとの 考 えか ら、Dillavou(1945)は最終 的 に、権利 行使 日に費用の...・括 計 ..}:
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を行 うのではなく、暫定的な見積もりに基づ.きSOを付与 した期か;ら費用 を配分 し、権利行
使時に、希薄化額でとらえた 「費用の確定額」 と 「当初の見積額」 との差額 を遡及修正す る
モデルがとられている。この際、費用の遡及修正により、資本 も修正されることになる。
この ような会計処理が考案された背景について、Dillavou(isas)では、①希薄化に関す
る情報につ いての株主への情報提供、②SO.保有者が権利 を行使 して株式を購入する代わ り
に 「権利行使 日の株価一権利行使価格」.分を現.金で受.け取.る株式増価受益権(SAR)の会計
処理とSOの会計処理 との整合性、③過去のサ「ビスに嬉するi酬 として株式を発行す る場
合の会計処理 とSOを付与する場合の会計処理との類似.性、.および④(権 利行使 日を測定基
準 日とし、本源的価値法を用いて費用額 を見積 もってい.た)..SOに関する租税上の取扱 いか
らの影響、という4点が挙げられている。
2.2Dohr(1945)およびCAP(1948)...
アメ リカ会計士協会(A[A)の会計手続委員会=.(CAP)より公表された会計研究公報第37
;;(以下、CAP1948)はSOに関するアメリカ最初の会計基準である。DohrはCAP設立の
中心メンバーであり、白身の.文献であるDohr(1945)においてCAP(1948)と同様の立場
から議論を展開 しているため、ここでは、Dohr(19451)およびCAP(1948)を同一の立場
にも:とつ く議論として取 り扱.うご.:どとする1己:.これ らの文献:で..はこξ「§σ1.二関する費用は、.企業
に提供されたサービ.スに対す る費用であり、この費用を損益計算から排除することは、利益
に多大な影響を与えるJ(CAP1948,par.1)とい う論拠.からSO.の会計処理が規定 されている.b.
また...「報酬はサービスの遂行時に支払.われ るべきものJ(CAP1948,par:5)と考え、その事実
は報酬の対価形態に依存 しない観点から、..SO.の会計処理を、報酬(一 般).の発生時期～お
よび報酬(..;..般)の測定方.法と.し、う2つの視点 を川い、検討を行っ.ている㈲。
この、対価の.異なる報酬間.で、会言.o.,処理の整合性 を図る:べきという特徴は.、CAP(1948)
の 「報酬はサービスの遂行時に支払われるべきもの」.(CA3'1945,par.5>という立場、..およ
び、Dohr.(1945>の現金を対価 とする報酬のケース..と株式を対価 とする報酬のケースにわけ.
て議論を行っている点に.みられる。現金報酬の場合は定められた期間にわたりサービスが提
供され、そのサ.らビス提供期間に費用が発生 し、発生額にみあう報酬が支払われることとな
る。.この会AI処理との整合性 を図るので あれば、株式を報酬 として支払 う場合の報酬費用額
は.、期中での.見積計算を経て、最終的に.は期末における株式の時価にようて決まると考えら
れている。そして、報酬の対価を株式 とす る場合 とSOとする場合では類似点.が多いことか
ら、SOの会計処理は株式.を報酬とする場合 と同様でなければならないと述べ.られている。
このような考え方のもと、CAP(1948)では、測定基準日という論点について、権利付与
a、権利確定日、権利行使期間開始目、権利行使 日.が想定可能な選択肢として検討 されてい
る。そ して最終的には、権利確定条件がすべて満たされ、企業が株式を発行 しなければなら
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ないという無条件の債務が発生するという理出から、権利確定日が測定基準 日であるとされ
ている(CAP1948,par7)。
2.3小括
本節では、CAI'(1948)が公表 されるまでの時期に公表 された、SOの会計処理に関す る
主要な文献を取 り扱 った。 この時代の文献は、SOの行使 に伴 う希薄化の影響を既存株主に
情報として提供する必要性、および、50に関する税制上の取扱いなども取 り扱っているも
のの、総じて、SOの会計処理と、現金、株式、およびSARをはじめとする対価の異なる報
酬取引に関する会計処理との問の整合性をはかるという観点から会計処理が検討されていた
と考えられる。
なお、SOの会計処理を検討す る際にSARとの整合性 を図ろうとする考 え方については、
SOとSARの会計処理の整合性を論拠 としている点では共通 していても、この時代の先行文
献 と、a.rにおいて後述す る先行文献との間では.、異なる会計処理が導出されていることは
興味深い。
3.費用認識が実質不要という会計基準が採用 されていた時代
3.1CAP(1953)お よびAPB(1972)
その後、CAP(1948)にか わ り、会 計研究 公報第43号(以 下、CAP1953)とい う新 た な
会 計基 準 が設 定 され た。 このCAP(1953)で示 され てい るSOに 関 す る主要 論点 は、CAP
(1948)と同様、(a)報酬が発生 したの はいつか、 および(b>報 酬 をどの よ うに測定 す るの
か、 σ)2点で ある。 ただ し、測定 基準 日が権利 確定 日か ら権利 付与 日に変更 され た とい う点
でCAY(1948)とCAP(1953>とは異な る。
この 変 更 の理 由 につ い て、CAP(1953;)では、次 の よ うに考 え られ て い る。 す なわ ち、
「SO取引 におけ る、権利付 与、権利確 定、権利行使 等の時系列 は、画..一的で はな く、健 々の
取引 によ って異 なってお り、特 に、髭利確 定 日につ いては、どの時点 がail確定 日に あたる
か を… 義的 に決め るこ とは難 しい。 そこで、現在、主要 な会 計基準で いわれてい るよ うな点
を根拠 に、測定基準 日を権利確定 日か ら権利付 り・日に変更 してい る」(CAP1953,gars.,1(}--;
生駒1967,237-238)とされてい る。
しか し、 この測定基 準 日の変更 は、必ず しも理論の精緻化 とい う観 点か ら行われ たわ けで
はな さそ うで ある。例 えば、生駒(1967,23235))などで は、変 更の 理由 として、(a)1950
年 の内国歳入法改正 に よ り、税 法上 では権利 付与 日を用いる こととな り、旧来の権利確定 日
説 では税法 との間 に不整合 が生 じて しまった こと、 および、(b)権利確 定 日に費用 を測定 す
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ると、権利付与 日に測定 した場合 とくらべて(株 価の上昇 を前提 とすると)費 用額が大 きく
なり、利益の圧迫につながることから旧来の会計基準は経営者 からのlxを 招いており、彼
らのロビーイング活動によって必ず しも必要のない変更が行われたこと、などが挙げられて
いる
また、CAP(1953)はCAP(i948)と同様に、SO関連費用の測定額 を、いわゆる本源的
価値法によって決定するように求めていた。当時は、権利行使価格 として権利付与日の株価
が設定 されることが多かったため、権利付与日を測定基準 日として本源的価値法を適用する
と、SO費用は事実上ゼロとなる。これに対 し、測定基準 日を権利確定 目とすると、少なく
とも権利付与 日以降に生 じた株価上昇分がSO費 用と.して認識 され、権利付与日を測定基準
口とした場合 よりも、株価が上昇した場合に、費用額が大きくなることとなる。そのような
事態を避けるために権利付与 日が測定基準日として規定された、 というのが生駒(1967,230・
235)らの説明である。その後、会計原則審議会(APB)より、新たな会計基準 として会計
原則審議会意見書第25号(以下、APB19マ2).が.公表 されるが、そこで求められていたのは
CAP(1953)と基本的には同じ会計処理であり、APBの時代も費用計...ヒ額は実質ゼロのまま
であった(6;。
3.2PatonandPaton(1955)およびSwe2ney(9960)〔z;
CAP(1953)によ り費 用額 が実質 ゼ ロにな る会計処 理が要 求 され た後、PatonandPaton
(1955>およびSweeney(1960)では、CAP(1953)の会 計モ デルに対す る批 判的立場か ら、
費用額の新 たな算定方法 も含 めた会計モデル が模索 されてい る。
当時、現 金要素 と非現 金要素 とい う両要素 が含 まれ.る複合的 な取 引 では、現金要素 のみに
関 して 認識 ・測定が行 われ、 しば しば非現金要素 に関す る認識 ・測 定 は無視 さ.れて いた。彼
らが想定 してい る会計 モデルは、SOが 企業 の..一般 的 な報酬形態 の 一種 であ る以上、SO費 用
も..一般 的 な報 酬、特 に現金 報酬 に関す る費用 と伺様 、利 益計算 に反映 させ るべ きとい う考 え
に支 え られてい る点 で特徴的で ある。具体的 には、 会計処 理(と りわ け費用の発生額)が 対
価 の違 いに左右 され ない よ うにす るため、SOの 付1rに伴 って消 費 した経 営者 サー ビスに関
す る費.用の総額 を直 接測定 し、現金給与額 とSOに 関連 した報 酬額 に振 り分 け る形 を とると
い う手法 が考案 されて いる。
まず、 資産 の交換取 引について、PatonandLittleton(1.940)では、 「商議 にもとつ く交換
が完 余 に成立 した瞬 間に生れ た価格総 計は相互 に受 け入れ うる 『評 価』 にほかな らぬ。 それ
ゆ え...一P方の当事者 によ る 『取得 された用役』 に関 する数量的 な記録 は、他 方の当事者 による
『供rさ れ た用役』 についての数量 的な記録 と一致すべ きで ある」(PatonandLittleton1940,
26;中島1962,45)と考 え られ てい る。 この よ うな認識 に基づ き、PatonandPalon(1955)
では、 サー ビスの価値 の決定 につ いて、 リース契約 、固定資巌の取 得、将 来の受益権 または
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サービスの.取得などと同様、.契約時またはそれ以前、すな.わち、権利付与日までに行われる
としている6
こ.のよ.うな考え方の背景を、生駒(1967)では、「この 魏 互に受け入れうる評価』(二重
鍵括弧部分は、生駒1967の訳を、中島1962の訳をもとに筆者修正)は 、たとえそれが将来
のSO:..保有者にとっての利得の決定的な額を規定す るものではないにしても、株式会社によ
り.記録 されるべきコス ト=選択者によ.り遂行 されるサービスの価値を規定するJ(生駒1967,
26ユ:)ためと解釈 されている。.そし.て企業がサー.ビ.スを取得 した事実は、SO保有者が権利確
定条件 を達成できなかった場合で も変化せず、SO保有者は企業に対 しサービスを贈与 した
ことになる㈹との考えに基づ き、..権利失効時.においても修正処理 を行わない会計モデルが要
請 されている〔9〕。
上記のように、PatonandPaton(1955)ではザービス価値を直接測定する際の会計処理が
検討 されているものの、サービス価値の具体的な測定.方法に関する記述は存在 しない。 この
サービス価値の測定方法 について、Patoisの指導の.もと、 さらに議論 を拡張 させたのが、
Sweeney(1960)とされている(生駒1967,274).。..サF:ビ.ス価値の算定について、Sweeney
(1960)では、合理的なSO契 約交渉は、以下のような過程を経て行われるとし、サービス
の価値の算定についても、以下の順序で行われると考えられている。
まず、報酬全額が現.金給与ど.し.て支払われた.場合のサービス.の総価値について、企業 と:
SO.保有者 との間で相.互に合意:に達す る。次に、自祉株式についての権利確定期間中の株価
上昇の.期待値(近 似値〉につ.い.ても.相互に合意が.なさ.れる。.そ.して、.実.際の現金給hが 、
追加的な現金給与に関す る所得税率の累進性を考慮.し、決定 され る.。最後に、(企業わよび
SO.保有.者双方か らみた)∴サ..」ビス.の総価値か ら実際の現金給与額を差 しtilいた残余額.を1
株当たりの株価.L一.昇の期待値で.除すことにより、SO.の付..y.数が決定.され る。.この:ような一
連の順序によ.り、;SO契約のもとでのサ≒ビス価f直が求められると述べ.られている。
?
?
?「
3:3Melcher(1973)
Melcher(1973)は、 アメ リカ公.認会計士協 会.(AICPA)が重要 な会uf.上の問題 につ いて
討 議 を促 す 目的で発.表した会 講調査研 究(AccountingResearchStudy>の第15巻 で あ り、
株主 持分 全体につ いて取 り扱 った文献 であ るが、SOの 会計処 理 につ いて も.、.検討 が行 われ
てい る。 また、..SO費用の相手勘 定 も含め、SOの 会言.1'処理 につ いて包括 的に検討 した最初の
文献 で もある。
.Melcher(1973>では、 まず、SO費 用の相手 勘定 につ いて、次の よ うな議論がな されて い
るdSO保 有 者が提供.した労働 サー ビスは、権利が実 際 に行使 され る前 には資本 の出資 と結
びつか ない、一方 、SO保 有 者 のサ ービスの対価 は、株主 に対 す る義 務 も権 利 も反映 して い
ない。 そ こで、貸借 対照表 の貸方 を資本 と.負債 に区分 した一.Lで、確 定 した株 主持分お よび長
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期性負債 と区別 して、負債の部内の条件付持分(coufingentequityfinancing)にSOを表示
するとしている(Melcher1973,123-127>。
また、Melcher(1973)では、SO保有者が提供するサービスのコス トが、権利付与日時点
においては不確定であることも示 されている。 しかし、不確定であることと見積 もりができ
ないことは同義ではな く、権利付与H時 点に測定 されたSO費 用額は非公式な額であると位
置づけ、権利行使 日において、SO費用を再度測定すべ きであると主張 した一1:で、以下のよ
うなSO費 用の測定方法を採用している。
まず、権利付与 日時点において、権利行使 日の株価を見積もり、本源的価値法を用い、暫
定的な費用頷を算定する。そ して、この暫定的な費用額を権利確定期間にわたる毎期に配分
し、当該費用の相手勘定 を、条件付持分に計上する。
そして、SOの権利が行使 された場合には、権利行使 日において、まず、権利付与 日時点
に見積 もられた暫定的な費用額部分を条件付持分か ら拠出資本に振 り替える。次に、この権
利行使 日において、SO費用を再度測定するこ「とにより、SO費用の総額を修正する。そして、
権利行使時点に測定 した費用額 と、権利付与日時点に見積 もった暫定的な費用額との差額を、
希薄化分として、留保利益に計iす るという方法が検討 されてい る。
それに対 して、SOの権利が失効 した場合 には、SO用 に関する見積もりの変更を行 うた
め、繰延報酬を取 り消 し、差額を留保利益に計上す るという処理が行われるべきであると主
張 されている(Melcher1973,187-18$;中村198Q12)QO;。
3.4小括
本節は、費用認識 を実質的に不要とみる会計基準が採用 されていた時代の先行文献につい
て取 り扱 った。本節で取 り扱った先行文献の主な特徴 は、(a>CAP(1953)およびAPB
(1972)においてSOに 関連する費用認識は事実..ヒ不要 となったことへの反省か ら、SOに関
連 して提供 されるサービスの価f直を直接測定する会計モデルが検討 されたことと、(b)貸借
対照表の貸方に関する議論が初めて行われたことであると考えられ る。
4.貸 借対照表貸方 に関す る議論か らSOの 会計処理 が
規定 されている時代(11;
4.1FASB(1995)、IASB(2004)、お よびFASｮ(2004)
現 行の ア メ リカお よびIASBのSOに 関す る会 計基準 であ る米 国財務会 計基準 書第123号
(以下、FASB1995)、改 訂財務報告基準第2号(以 下、IASB2008a)、および改訂米国財務会
計基 準書 第123号(以 下、FASB2004)〔CL:では、 費用認識 の相手勘 定 を拠 出 資本 と し、測定
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基準 日を権利付与 日とし、権利不行使による権利失効時に利益への戻入処理 を行わず、測定
の基礎 を公正価値 とするという点で、きわめて類似 したものとなっているu3)。
上記のような会計処理を支えている基本的なxえ 方は以下の通 りと考えられる。すなわち、
IASC概念 フレームワニク(以.下、IASC1989)および米畷財務会計概念書(以....ド、FASB
1985)のもとでは、資産 と.負債以外の構成要素である、持.分・収益 ・費用 ・包括利益が、す
べて資産 ・負債 という2つの構成要素を厳格に定義すれば、そこから自ず と導かれ ると考 え
られてお り、SOはその負債の定義に適合しないため、SOと株式は同質であり、対価の種類
にかかわ らず株式取得は資本の払込に該当する。それゆえSO保有者 と株主 も会計上は区分
する必要のない存在と考えられる。この取引を企業側からみれば、企業所有者 との資本取 引
とな り、sO付与 と同時に発行価額がそのまま資本拠出を確定 させるため、それ以降の価格
変動は認識 されないこととなる。
4.2Balsam(1994)、AAA(2004)、.Ohlson.andPenman(2005)114/(2007)、お よ
びHullandWhite(2004)
上 記の現 行tに 対 し、 これ を批 判 し、SOは デ リバ テ.イブの一種 で あ り、金融AAの 一
形 態 と して 会計 処 理 を取 り扱 う会 計 モデ ル を提 案 す る文 献 が、 近年 多 く見受 け られ る。
Balsam(1994)、AAA(2004)、.およびOhlsonandPenman(2005)(zoos)などを は じめ、
PASB('LOO7)でも用 い られて お り通説 とな りつつ あ る会.計モデル の概要 は、以下の通 りで
ある。
そ こで は まず、 資本 は既 存株 主の 持分 と考 え られ て お り、 この 資本の定 義 を満 た さな い
SOは 負債 に規 定 され る こととなる。 そ.こでは また、権利 行使 日の.株価 と権利 行使価格 との
差額 を現金 で受 け取 る.SARとsoとの類似性 に も.関心が寄せ られて いる。.ここで、SARは 、
(.....定の条件が満 た され たときに)「第三.者に現 金 または現金同等物 を引 き.渡す義務」 とい う
負債 の定義 を満 たす こ とか ら、 その会 計処理 は一般 の金 融負債 に倣 っ た もの(す なわち、公
正価f直によ る継続 的 な再評価 と評価差額の損荘計 上)と なってい る.。す なわち、SARは 、権
利行 使 日を測定 基準 日と した上で、 負債 と してのSARを 再評価 し、評価差 額 をSAR関 連 の
費用 と して計上 す る とともに、権利不行使 に よる権利失 効時 には これ まで計上 して きた費用
の修 正処 理 を行.うこと とな る。先 に述 べた諸文 献で は、SARと 類似す る金融 商品で あるSO
につ いて も、同様 の会 計処 理が行 われるべ きで ある と考 え られ てい る。 こ こで強調すべ き要
点 は、上 記 の諸文献 では、費用 の相.i定 を負債 に規定 すれ ば、SOの 会計処 理は一義 的 に
決 まる と考 えられ てい る点で あ.る.金融負債の.≒種 で ある、 とい.う事実認識 か ら.金 融負 債
一般 に適用 されて いる会計処理 がSARお よびSOに も適1.月され なけれ ばな らない、 とい うの
であ る.
..ただ し、 これ ら4つ の先 行研究 の間 に も、 い くつ かの差 異 が存在 す る。1点 目の差 異 は、
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Balsam(1994)およびAAA(2004)では、SARと の類 似性 だ けに関心が寄せ られ て い るの
に蝿 し、OhlsonandPenman(2005)(2007>では、SARだ けで な く、転換 社債 、 ワラ ン トな
ど、ペ イオ フが株式の価格 に依存 し.て決.まる請求権.および金 融商品 を対象 とし、 これ らの会
計処 理 が全体 と して整合 的でな ければ な らない、 とい う観点 か ら検 討が行われて い る点 に求
め られ る。第2に 、Balsam(1994)およびAAA(2004)は、継 続 的な再評 価 によ る公正 価
値 の評価差額 を損益 に含め るもの と考 えて い るの に対.し、OhlsonandPenman(2005,13>(19
(2007)(16)などは、 毎期 の公正:価値 の変動 に伴 う損益 は、付与 日時点 に測定 したSO費 用 額
とは異 な り、....・・時的な損益で ある との考 えか ら、 これをその他の包括利益 とみな し、権利 行
使時点 で リサ イク リングを行 う点,;も、重要 な差異 の1つ で ある。
また、SOを デ リバ テ ィブの.一種 と して捉 えている点では共通 している ものの、SO費 用 の
相手勘 定 について は上 記4つ の文献 と異 な る見解 を示 してい るのがHuliandWhite(2004)
で あ る。 この文献 は、権利確 定期 間は権利 が確 定 して お らず それ を行使 で きない点で 、SO
を、 ロ ッ ク ア ウ ト期 間 を有 す る非上 場 デ.リバ テ ィブ 契.約(over-the-counterderivatives
contracts)と類似 したデ リバ テ ィブの一種 と捉 えて いる。権 利付 与日にSOの 公正価 値 に も
とづ きSO関 連費用 を認識 し、 また、SOの 価 値変 動 に応 じてSO関 連費用 を毎 期再測定 し、
権利 不 行使 による権利 失効時 に修正処 理 を行 う点 では、HullandWhite(2004)も上記4つ
の文献 と同様 であ るLL&;。しか し、.費用の相乎 勘定 につ いては異 なる見解 が採 られ てい る。 す
なわ ち伝統 的 には、企業 に対 す.る請求権 は、債 務(debt)と資本(equity)に分類 されて き
たが、 デ リバテ ィブ市場の誕生 によ り、請求権 の特徴 は ます ます複雑 にな っ.ている。 その よ
うな事実 にて ら して、貸借 対照表 の.貸方 を、負 債、資本 、 および条件付債 務の3区 分 と し、
条件付 債務の部 に ワラン ト、転換社債、SOを 計..i.すべ きで あることが述べ られ ている。
4.3KaplanandPalepu(2003)[191およ びG4+1(zao⑪)
と ころで、4.2で述 べ た 「最 近の通 説 とな りつ つ ある会計モ デル1以 外 に も、有 力な会 計
モ デル が 検討 され てい る。 こ こでは その 一例 と して、KaplanandPalepu(2003)とG4+i
(2000)を採 り上 げる。 これ ら2つ の先 行文献 は、 ほぼ同一一の会計 モデル を考案 してい る こ
とか ら、以下で.は1{aplanandPalepu(2003)の議論 を もとに、話 を進め ることとす る。
KaplanandPalepu(2003).では、 まず、付 与日.時点 の公正価値 で測定 したSOの 費用 を前
払費用(資 産〉 と し、 その相 手勘定 を払込 資本 とす る。 資産 計rさ れ た前払費用 は、損益 計
算書.上、権利 確定期 間にわた り、定額法 によ り費 用処 理す る方 法が とられて いる。 それ と同
時に、SOの 公 正価値の変 化 を継続 的に貸借 対照表 に反映 させ るため、費用 の相 手勘定 の再
評 価が毎 期行 われる。 したがって、 毎期のSOの 費用額 は、 これ ら2つ 徒 額償却分 と評価
差 額相 当分)を 加減 した もの となる。 権利確 定 日にお いては、算定 され たSO価 値(最 終 的
に確 定 した費用額の決定要 因)と 権利確定 期間 にわ たり計r.して きた費用総額の差異 を、損
一293一
ス トック ・オプションの会計処理に関する歴 史的考察
益L1'算書上で調整することが求め られている。.
KaplanandPalepv(2003)の会計処理を支えている.論拠は、(a)従業員.が企業価値を創造
するために払った努力は、従業員の企業価値への貢献であり、費用となるということと、(b)
権利確定日において権利確定条件がすべて満たされ、将来株式を発行する義務が企業に発生
するというものである。 しか しこの会計モデルは、費用の継手勘定を拠出資本 とする一方、
SOの価値を毎期再評価 し、利益へ影響させている点で、Dillavou(1945)と同様、「資本取
引から損益は生 じない」と.いう、現行の企業.会計を支えている基本原:則との問に不整合が生
じている点には注意すべきである。
???
?
4,4小 括
本 節では、1990年代 か ら現在 に至 るまで.の代表的な文献 を取 り扱 った。 この時代の先行文
献 の主 な特徴 は、(a)SO価値 の算定 に、 公正 価値法 が採 用 され る よ うに な った こ と、(b)
FASB(2004)およびIASB(2008a)をは じめ とす る主 要 な現行基 準 を除 き、SOはSARと
類似 した金融商品で ある とい う認識の もと、SO費 用の相手勘定 が一義 的 に決 まれば、SOの
会 計処理 が一義的 に導 かれ るこ とで あ ると考 え.られ る。(b).の特徴 につ いては、4.2で述べ
た通 り、例 えば、Balsam(1994)をは じめ とす る多.くの先行研究 において、 「SOは負債で あ
るJと い うことか ら議論 を出発 させ、SOが 負債 として規定 される以上 、SOは 金融商品の 一一
種 であ ると考 え、 さらに、金融商 品の一種 で ある以.上、毎期費用の再測 定 を行 わな ければ な
らない との 見解 によ り、ほぼ同......の会計 モデル が導 品 されてい ることか らも明 らかで ある。
5.おわりに・一歴史的な考察結果と今後の検討課題
5.i歴史的な考察結果
4節で述べた通 り、最近の先行文献では、SOを資本拠出とみて、付与以降の価格変動は
認識 しないか、SOをデ リバ.ティブの一種 と捉 え、SOの会計処理は一般の金融負債に倣.った
ものにするという考え/z.すなわち貸借対照表の貸方区分という観点か らSOの会計処理を
規定するとい う考 え方が、支.配的となっている。本稿では、SOの会計処理に関するかつて
の先行文献をレビューす ることにより、貸借対照表の貸方区分とい.う視点の他にも、以前に
は、(a)対価の異なる報酬間で会計処理の整合性 を図るべきとい う視点、および、(b)SO
に関す る取 り扱 いを、財務会3LPIと税法問で整合的に規定すべ きという視点 などからも、SO
の会計処理に関する検討が行われていたこと、および、(c)SOの付.与に伴 って消費 した経
営者サービスの価値を直接測定するという方法が考案されるなど、借方側に着日し、当該会
計処理を規定 していた時代が存在 したことを確認したb本稿におけるよ り詳細な考察結果は、
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以下の通 りである。
5:1.1SOの会計処理を規定する.要素
企業会計基準委員会(2002>などで示 されているように、.現在、.SO.の会計処理に関する
.主要な論点 として挙げられているのは、.費用認識の.要否に加え、費用認識にあたっての.(a)
測定基準 日、(b)事後的な価格変動 を損益に反映させ.る必要性、(c>権利失効時における修
正処理の`fin.(d)測定の基礎、(e)費用の祖手勘定の5つ の点である。2節から4節 で取
り一.ヒげた先行文献が、これ らの論点についてどの.ような立場をとうているのかは、図表に要
約 されている。
2.節及び3節 で取 り上げた先行文.献においては、SO.費.用の相手勘定は暗黙のうちに拠出
資本に規定 されるべきと考 えられていたようであり、上記.の5つの論点の中でも特にSO費
用の相手勘定に関する議論、すなわち、貸借対照表の貸方側に関する議論を欠いていたと推
察で きる。「資本取引から損益は生 じない」という.、Dillavou.(1945>のような現行 企業会
計を支えている基本原則 と整合 していない会 計毛デ ル.の存在は、SO費用の相乎勘定に関す
る議論が行われていなかったことを.間接的に示唆 している。
その後、Melcher(1973)が公表 された頃からSOの会計処理は、貸借対照表の貸方側の
議論 も含め、より.包括的に検討が行われることとなる(zo;。4節で述べた通 り、1990年代以降
は、Balsam(1994)などに代表 されるように、貸借対照表の貸方側に着:目し、SOの会計処
理 を導出するという研究手法が.多.く見受けられるようになる。
また、 これも4節 で述べた通 り、1990年代以降は、SOを金融商品の..形態 と捉える考 え
方が支配的となっている6.繰:.り返.….し.強調:し.てき.た.ように、.問題の本.質をそのよ.うにとらえる
方法は必然とはいえない。それ以外の視点からSOの会計処理にアブP一 チ.する方法が論理
的な必然性を伴って棄却 されたわけではないことは、改めて強調 しておきたい。
5.1.2SO費用の測定額
「SO費絹 の測定額 」 は、SOに 関す る費用計上 が行われ た場合 に利 益 計算ヘ イ ンパ ク トが
あ るため、SOの 会計処 理 に関す る議論 が行われ始 め た頃 か ら、 多 くの先 行文献 で議 論 され
て きた論点で ある。.
このSO費 用の見積 も りに関 して、初 期の議論 では、本源的燗値 法 が川 い られ るべ きで あ
る と考 え られていた ようであ る.本 源 的価値 法の採用論拠 が明示 的 に述 べ られてい る先行文
献 は存在 しないが、CAP(1948).には、 「サー ビスの価値 とSOの 価f直の いずれか信頼 性の高
い 方 をSO費 用 の測 定額 とす るJ(CAI)1948,par,11)との 記述 が存.在し、 また、Melcher
(1973>では、 本源 的価f直法 を採 用 して い るCAP(1953)のSO評 価額 を 「公 正価1(fair
value)」と表 現 して い る。 これ らの点 に鑑 み ると、 当時は時間価値 が考慮 され てお らず、市
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場関係者 が信頼 し一般 的に用いて いたSO価Tの 測定方 法が、本 源的価値 法で あった.と考 え
られ る。
もっ とも、SO費 用計上額 が実質 ゼロ とな るCAP(1953)が公表 .され たこ とを機 に、本 源
的liiCili直法 が はた してSOの 費用 を測定 す るため に適 切 な測 定技法 なのか とい う問題意識 が利
害関係者間 に共有 され始 めたよ う.であ る。 こう し.た背 景の中、PatonandPaten(1955)およ
びSweeney(1960)では、SO費 用の測定方 法 につ いて、経営者 サ ー ビスの価値 の総額 を直
接的に測定 す る とい う新 たな方 法が模索 されてい る。 特 に、Sweeney(ユ960)では、サ ー ビ
ス価値 の算 定 は、合 理 的なSO契 約交渉 の過視 を経 て行 われ る と し、3,2で紹 介 した順 序 に
基づ き、サ ー ビス価 値の総額 を直接 的に測 定す るこ とが.可能で ある と述 べ られてい る。
しか し、PatonandPaton(1955)およびSweeney(1960)の主 張 したサ ービス価値の総 額
を直接測定 す ることによ り、費用額 を算定 す る方法 が多 くの支持 を集 め、 それ以降の時代 に
継承 され る ことはなかった。本源的価値 によ る費用認 識の問題(事 実上費用額 がゼ ロとな っ
て しま うこと)は 、1973年の ブラ ック ・シ ョ.「ル ズ ・モデル の誕生、 および1979年の二項
モデルの誕生 に伴 い、SOの 価値 が時間価値 に も依 存 して.いるこ とが明 らかとなった後、SO
費用の算定方法 と して、公正価値 法が採用 さ.れるこ とを.通じて解消 され たと考 え られてお り、
現在 に至 って い る。
5、2今後の検討課 題
本項では、次に、5,1にて示 した考察結果より生 じた、今後の検討課題を抽出する、,
5.2.1利益計算および金融商.aaAATn計からのSOの 会計処理への影響..
5,1■でも指摘 した通 り、近年のSOの.会計処理に関する主要な論点は、貸借対照表の貸方
側の議論 を中心に、包括的に.行われているのにX}し、SOに.関する初期の議論は未成熟であ
り、.貸方側の議論 を欠いていた。例えば、Dillavou(1945)は、SO費用の相手勘定を拠出資.
本として規定 しているにもかかわらず、権利失効時には戻入処理 を要請 しているこ.とからも
わかるように、通常行われるべきではない、資本の戻入が行われており、資本と利益の関係
に関する議論 を欠いているモデルで:あると考 えられる.。.しか し、斎藤(20ユ0)でも示 されて
いる通 り、SOの会計処理について議論するにあたり、資本 と利益の関係は避けて通れない
問題である。
一.一方、Balsam(1994)などに代表 されるように、近年のSOの 会計処理に関する先行文献
は、SOも金融負債の一.一種 である、という事実認識から、金融負債一般に適用 されている会
計処理がSARおよびSOに も適用 されなければならない、 と考えられている。そのような近
年の先行研究で示 されている会計モデルは、SOとSARの会計処理の整合性 を論拠としてい
る点で.は、1)illavou(1945)などをは じめ とする初期の先行文献 と共通 している。ただ、い
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〈.つかの事実認識 で両 者は相.違して いるため、結果 的に、Balsam(1994)とDillavou(ユ945)
が求めて いる会計処理 は異 なってい る。同 じ論拠 を用 いて も、時代 によ り異 なる会 計処理 が
導 出 さ麺 る理由 として は、(a>1970年代 のオ プ シ ョン ・プ ランシ ング ・モデル の誕生、(b)
FASB(iyss)をは じめ と した金融商 品に関す..る会計基 準の公表(L1;に伴 った、SOを 巡 る環 境
の変 化 などが考 え られ る。
と.す.れば、資本概念、資本 と利 益の区分、 および金 融商 品会 計な どの領域 において、 それ
らが どの よ う.な基本思考 に支 えられ、.どの よ うな議論 が行 われ、己そ して、 それ らの議論が ど
の よ うな変遷 をたどったのか を考察 す る幽 こ とに よ り、SOの 会 計処理 に関す る議論 が変 化
した理由 をいっそ う明 らかにす ること.がで きそ うで あ る。 これが、今後の検討課題 の1つ 目
で あ る。
5.2.2SOの会計処理を規定 しうる他の要素
5.1.1で指摘 した通り、1990年代以降の先行来献z.は、SOを金融商品の一形態と捉えると
の 考え方が支配的 とな・て.いるのに対.し・.2.節か ら.3節で紹介し嫡 行鰍 では・対価 の
異なる報酬問の会計処理との整合性、または、SOに関する財務会計 と税法 との取扱いの整
合性などに関心が寄せられていた。.最近はこれ らの諸点への関心は薄らいでいるが、それは
それらの諸点に関心を寄せてもSOの 会計処理に関する.含意.を引き出せない、ということを
意味 しない。そこで、これ らの視点に改めて.bf:Jし、そのような議論からどのような.含意を
引 き出せるのかを確かめ るのが,今 後の検討課題の.2つ目で.ある。
なお、上記の着眼点は貸借対照表.の借方側に関わるものであり、貸方側の議論とは独.立し
ている。したがって、仮に上記の着眼点か.ら行 う議論は、Balsam(1994>.などをはじめとす
る`F31n対照表の貸方側に関する議論と、必ず しも矛盾す るものではないという点には注意 し
なければならない。
5.2.3.SO費用 の測定額
51.2において指摘 したよ うに、初期の 議論 にお.いて、SOの 費用額算 定 には、 当時soの
価 格 を算 定す る際 に利 用 され てい た とされ る本源 的価値 法 が用い られて き.た。 その後、SO
費 用.額が実質 的に ゼロ とな るCAP(1953)の公表 を経 て、PatonandP&COO(1955)および
Sweeney(1960)などで は、経 営者のサ ービス価績 の総額 を直接 測定す る方 法が検 討 されて
い る。 しか し、これ ら2つ の先行研究 によ って検 討 され たサ ービスの価値 を直接測定す る方
法 は、その後採用 され ず、ユ99⑪年代 以降は、 いわゆ る公正価値 法に.よる測定が支配的 とな っ
て い る。す なわ ち、SO費 用額 を貸方項 目の評価 額 か ら間接 的に算定す る方法へ と再度 シ フ
トしたので ある。
この よ うに、SO費 用の測定方 法 につ いて、 一度 は、サ ービスの価値 の直接 的な測定方 法
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が模 索 され た ものの、基本 的 には、SO.の価値 の測定方 法 を利用す るこ とによ り、 間接 的 に
費用 額 を算定 す る方 法が主流 とな ってい る(23)。.では、(a)Patonand..Paton(1955)および
Sweeney(1960)などが提 唱 したサー ビスの.価値 を.直接測 定す る方法 は、 なぜ 採用 されなか
つ.たのiあ ろ うか、(b>仮にサー ビ.スの.価値 を直接測 定す.る方法 が今.でも.意味 を持つ とし.た
らそれ は何 か、(c>山下(2010)でも取 り上 げ られて いるよ うに、借方(サ ー ビス)の 価値
と.貸方(対 価)の 価値 を独立 に測定 した場合 、SOの 会 計処理 は どの よ うな もの とな るのか、
独立 した場 合の借方 および貸方 の差 額 はどの ような意味 を もつのか。 これ らの論点が、今後
の検討課題 の3つ 目で ある。
図表SOに 関する先行研究の歴受的変遷
アメリカの
会計基準 先行文献 測定基準日
継続的な
価格変動
権利不行使に
よる権利失効
時の処理..・
測定の基礎 黄用の相手勘定
備考
結論の根拠
費用認識が必要
だと考えられて
いた基準設定以
前の時代
1950年までの租
税上の取扱い 権利行使日
考慮する
(遡及修正).修年処理 あり 本源的価値 (拠出資本)隅
最終的な費用額の
算定.
Dlllavou(1945)権利行使日
.考 慮する
(遡及修正) 修正処理 あり 本源的価値 〔拠出資本1脚
他の報酬 ・SARと
の整合性
税法上の取扱い
Dohr(1945;
CAP(1948;権利確定日 (考慮する)川 修正処理なし 本源的価値 〔拠出資 本)こコ:.
対価の異なる報酬
との整合性
費屠認識が実
質不要 という
会計基準が採
用 されていた
時代
GAP(1853;
APB(1972)権利付与日 考慮せず 修正処理なし 本源的価値 (拠出資 本)':1,
税法上の取扱い
実務界からの反発
PatonantlPaton
(1955)
Swaeney(1960)
権利付与日 考慮せず 修正処理なし サービスの現金価値 (拠出資本3"
サービスの価値を
直接測定
Malcher(19]3)権利行使 日 考慮せず 修左処理あり 本源的価値 条件付債務 ω ワ ラン トとSOと
の類 似性
貸借対照表貸
方に関する議
論からSOの
会計処理 を規
定する時代
FASB(1995;
IASB(2004)
FASB(2004)
権利付与日 考慮せず 修正処理なし
.公正価値
体源的価働 拠出資本 負債と持分の定義
公庄価値
Balsam(1994)
AAA(2004;
Ohlsonand
Penman(2005;
Ohlaonand
Penman(20W;
権利行使日
考慮する
(純利益)
修正処理あり 公正価値 負債 金融商品(SAR}との整合性
考慮する
(ocp
OCIor
考 慮 しな い21
HaliandWhile
(zooa; 権利付与日 考慮する 修正処理あり 公正価値 条件付ragaI,.金融商品との整合性
Kaplanand
Palepu(2003;
G4+1(2000)
権利確定日 考慮.する 修正処理なし 公正価値 拠出資本
〔i;Dohr6945;およ.びCAP(1948)では.FJt的に価格変 動 を測定額 に含 めるか とい.う点 につい て,言及 は され てい ない もの の,
本 文L1..iから頬 推す る限 り、考.慮す る もの と.考'えられる(牛.駒1967,229),.
②Ohls'onand}'enman(2007)zは、企 業所 有者 の持 分の範 囲に50保 有 省力麿 め ら:れるか ど うか によn.継 続 的な価 格変 動を
考.慮す るか 否かは異 な ると考 え られてい る。
(3)これ らの短 行文献は 、.費用の 相乎 勘定 に関す る議 論が 行われ てい ない ものの,本 文中か ら類推 す る限 り,供 出 資本 であ ると.考
え られ る もの であ る.
(4}この条 件付債 務は、負慎 の部 に長期 性負 債 と区分 して表示 され る。
⑤ この.条件 付債務 は、負債.とも資本 と も.区分 された メザニ ン(第3区 分〕 に区分 きれ る、
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【注l
qlSweeney(1.960)では 、.1930年代 当.時の開 示 につ い て、 次 の3つ ⑳例 が 挙 げ ら.れて い る。.第1に、期 末
の 財務 諸 表 に、 利 益 剰余 金 と して チ ャニ ジ した もの..(.ただL,当 該 金 額 は、.行使 日価 格 差 の2分 のi以
..ドで あ り
、 費 用 の 計 上 もな し)、第2に 、 付5数 と新株 付 与の 事実 を脚 沖 に記 載 した もの 、 第3に 、 付
与 数、 権 利行 使 価 格、 払 込 額 の 額 藤超 過 額.を脚 注 に記 載 した もの で.ある。
〔21アメ リカで は 、1950年の.内国歳 入法 改 正 ま.で、SOに 関 す る租 税 上 の取.扱.いにつ い て の 成 文 法 に よ る規
.
定 はな く.、判 例 す な わ ち慣 習 法 に よ り規 定 され て い た が、SOは 、.他の 報 酬 よ り.課税 上 有 利 で あ る ため 、
多 くの 企 業 で用 い られ て きた。.アメ リ.カに お ける個 人所 得 税 率 が急 激 に 上 昇 した第2次 世 界大 戦 時に お
い て、 慣 習 法 に よ り、SOを 、(a)権利 行使 時 に.は....切の課 税 は 行 わず 、株 式 処 分 時 に タ ック ス ・ベ イ
シ ス と しての 権 利 行使 価 格 と株 式 処 分時 め 株価 との差 額 を資 本利 得 と して 課税 す る 「所 有 者 オ プ シ ョン
(compensatoryopfion>」と、(b>権利 行 使 時 の 株価 の権 利 行使 価 格超 過 額 がSO保 有 者 の 報酬 所 得 とみ
な し、 普 通 所 得 と して 課 税 した上 で 、 株 式 処 分 時 に も権 利 行 使 時の 株 価 を タ ック ス ・ベ イ シ ス とす る
「報 酬 オ プ シ ョン(proprietaryoption)」とい う2つ に区 分 す る規 定 が 確 立 した(生 駒1967,pp.14-18)。
この よ うな規 定 の も と、企 業 は、 自社 が 付与.したSO.が課 税 上有 利 な 「所 有 者 オ プ シ ョ ン」 と して 認 め
られ る よ う、SO契 約 を構 築 す る よ う に な った 。 そ して、 実 務 上 、 費用 を認 識 しない と い う傾 向 が よ り
強 まっ た と きれ る(Sweeney1960,p.98;生駒1967,.p.206)6.
(3:本稿 で は 、測 定 基 準 日をFASB(1995>(2004;および 企 業 会計 基 準 委 員 会(2002)と同様 、 「どの 時点
まで の価 格 変 動 を認 識 す るの か」 と い う意味 で 用 い て い る。.
(a;Dillavou(1945)では、 測 定 額 に つ い で も重 要 な論 点 と して検 討 す る と され て お り、 測 定 基 準 日を権 利
行 使Hと した一1.二で、6種 類 の.会計 処 理 が 検.討され て い るが 、SO.の価 値 を 本源 的価viii法に よ り算 定 す る
とい う面 で共 通 してい る た め、6種 類 の会 計 処 理 の違 い は ここ で は取 り.Lげない こ とと す る。
〔5〕第2のu点 で あ る測 定 方 法 に 関 す る議 論 は 、 サ ー ビ スの 公 正価 値 、.または 財 の 公正 価4!のい ず れ か よ り
明 瞭 な 方 が用 い られ る と記 載 さ.れて い るの みで あ る.ため 、 こ こで は}.に、.測定基 準 日に関 す る議論 につ
い て主 に取 り扱 う.
<e;ただ し、APB(1972>で.は、 報 酬 型 の50と 非報 酬 型.の会 計 処 理 に.わけ て会.計処理 が 検 討 され て い る
(Melcher1973)
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これ ら2つ の 文献 に関 す る説 明 につ い て は、 生駒(19G7)の記 述 を参考 と して い.る。
権利 不 行 使 によ る権 利 失 効 時 に も、戻 人 処 理 を 行 わ ない 論 拠 と して 、PatonandPaton(1955).では、 株
主 か ら取 得 した非 現金 資産 の ケ ー ス を引 き合 い に 出 し、贈 り.によ り外 部者 か ら取得 したす べ て の 資産 は 、
公iF.ti,場価 格 に よ り記 録 され るべ きで あ る と述べ られ て い る。.
PalonandPxton.(19ら5,p.53)では 、 資 本 内.で振 替 処 理 を行 う可 能 性 につ いて 示 唆 され て い.るもの の 、
それ 以..ヒの 記述 は 存 在 しない 、,
な お 、 このMelcher(1973)の兄 解 に つ い て 、Storeyが反 論 を述 べ て い る。 こ の 意 見 は、Patonand
Patoo(1955)の議 論 と ほぼ 同 様 で あ る ため 、紙 面 の 都合..E、割愛 す る。
4節 で 挙 げ た 先行 文 献の 他 に、Roncn(20G8)も存 在す る。 この論 文 は 、SOを 付 与 して も企 業 に経 済 的
資源 の 犠 牲 が生 じ るわ け で は な く、既 存株 主の 持 分 が希 薄 化す る のみ で あ る た め と い う理 由 か ら、 費 用
認識 不 要 説 が唱 え られ て い る。 しか し、SOに 関す る:希薄化 費 用(thedilufioncost)には情 報 価値 が 存
在す る との認 識 の もと、現 行 の 財 務 諸表 本 体 に加 え、 「既 存株 主 に.とっ ての 費 用 ・便益 計 算 書(Statement
ofCostsandBene6LstoPrrexislingShareholders).」を開示 す るよ う提 案 して い る、Ronen(2008>.は、
開示 面 に関 す る議 論 が 中心 の 論 文 で あ る と考 え られ るた め 、本 稿 で は、 検 討対 象 外 と した。
ア メ リカ にお け るSOに 関 す る現行 基 準 はresB(2010)であ るが、 本 稿 で取 り扱 う内容 に関 し、FASB
(2004)から主 た る変更 が ない た め 、本 稿 で は 、 ア メ リカ の現 行 基準 をFASB(2004)と表示 して い る。
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〔L3}ただ し、FASB(1995)では 、SOの 価値 を測 定 す る際 、本 源 的 価 値 法 の利 用 も許 容 され て い る。
[L41本項 のOhlsonandPenman(2005)に関す る記述 は、 斎 藤(2010;.など も参考 に して い る。
as:OhlsonandPenman('LOO5)..では、 再評 価差 額 を さ らに 、 負債 に対 す る利 子相 当.分と未 実 現(ウ ィ ン ド
フ ォ ール)部 分 に わ け、.後者 の み をOCIと して い る。
(15;OhlsonandPenman(LOO5)では、 費用 額 の毎 期 再 測 定 し、.希薄 化 分 の 費 用 計.Lする会 計 モ デル が 検 討
され て い る。 しか し、OhlsonandPenman(2GO7>では 、 会計 主 体 論0)2つ の考 え方 の うち 、 どち ら を
と る か に依 存 す る問 題 点 で.ある こと も指摘 され て い る。 まず 、既 存 株 主 の.視点 か ら当該 取 引 を考 え る と、
SOが 行使 され れ ば既 存 株 主は 損 失.を被 るた め 、 当 該 損失 を 費 用 に反 映 させ る観 点 か ら、.費用 の再 測定
が求 め られ る と述 べ られ て い る。 一 方 、SO保 有 者 も企 業 所 有 者 の.一部 で あ る との視 点 か ら 当該取 引 を
考 え る と、SO保 有 者 と既 存 株 主 と の間 の 富.の移 転 に.すぎな い た め、 費 用 の 再 測 定 は行 わ れ な い と 考 え
られ て い る。
11/)OhlsonandPenman(2005)では、SO費 月:1を、 持 続 可 能 な 損 益 と、..一時 的 な損 益(こ の 論 文 で は...一・
時 的 な損益 を ウ ィン ド・フ ォ ール と呼 ん で い る)の2つ に区 分 し、 前者 を純 損益 の構成 要 素 と し、毎 期、
定 額 法 に よ る費 用 配 分 を行 う一 方 、後 者 はOCIの 構 成 要 素 と し、 権 利 行 使 時 点 に お い て リサ イ ク リ ン
グ を行 うと い う会 計処 理 を考 案 して い る。
(iB.HutlandWhite(2004;では、 この モデ ル の利 点.として 、 ①行 使 され な け れ ばSOの 価値 は ゼ ロ に な る
こ と、② 権 利 行 使 時 の 本源 的 価値 が常 に.わか る会 計 モ デ ル で あ る こ と を挙 げ、 さ らに、 毎 期費 用 額 を再
測 定 す る利 点 と して は 、③ 株 主 ・従 業 員.間の リス ク ・シ ェア を 反映 で き るた め、 と述 べ られ て い る。
llY:本段 は、KaplanandPalepn(2003)につ いて 述べ ら.れて い る斎 藤(2010)など も参 考 に 記載 して い る。
izo;ただ し、生 駒(1967,203)では、 貸 方 に関 す る議 論 も検 討 す る必 要 が あ る と の記 述 もあ り、 国 内 で は、
貸 方 に関 す る議 論 のTi(t:は、 それ 以 前 に既 に 認識 して い た と も考 え られ る。
rei〕現 に 、FASB{1990)には 、 次の よ.うな.記述 もあ る。 「この 負 債 と資本 の 区分 に 関 す るプ ロジ ェ ク トとの
中 でSOの 問 題 を 解rkし.きれ る とは 想定 され て い な い もの の 、 負 債 と資 本 の 区分 に関 す る広 範 な プ ロ ジ
ェ ク トに お い て根 本 的 な問 題 を先 に検 討 す る こ と な しに 、SOの 会 計 処 理 に 関 す る 問題 点 を検 討 す るこ
とが 出来 な い と考 え られ て い る。 そ して 、 負債 と資 本 の 区 分 に 関す.る甫要 な進展 がな され た時 に 、株 式
報 酬 プ ロ ジ ェク トに 再度 取 り組 む 予 定で あ る.」(EASB1.990,par.10)。
i92;なお、 これ らの 変遷 につ いて 議 論 す る際 に は、 資 本 と利 益 の 関係 を は じめ とす る関 連 した基 礎概 念 自体
の 変 化 、 お よ びSO隣 接 領 域 に お け る会 計 基 準 自体 の 変 化 な どが 、SOの 会 計 処 理 に 影 響 を 与え て い る
可能 性 も考慮 しな けれ ば な らない 。
[2:tiなお、 醍 醐(2010,25)では、 従 業 員 等 に対 す る既 存 の 現 金 報 酬 の 一 部 また は 全体 を代 替す る場 合 に限
り、費 用 認 識 を行 うべ きで あ る と述 べ た上 で.、費用 認 識 を 行 う場 合 、SOの 費.用額 には 、代 替 前 の 現 金
報 酬額 を引 き継 ぐべ きで あ る こ とが述 べ られて い る。
}
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